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て， (1)電気通信分野では，契約数の伸び率は，全体として鈍化しているが，一部， ISDNサー ビス，
高速テジタル伝送サービス，自動車・携帯電話サービス，等での伸び率は大きい。一方， (2)放送分
野では，衛星放送や都市型ケーブルテレビ等のニューメテcイアの契約数は伸びが大きい。その動向
を整理すると表 1-1 ，及び図 1-1の様になる。
表 1-1における新第 1種電気通信事業者とは， 1985年4月の「電気通信制度の改革(第2次通信白
由化)Jによって制定された電気通信事業法によって，「電気通信回線を白ら設置し，電気通信サービ
スを提供する電気通信事業者」と規定きれている。これは，事業形態別に，l.長距離系(中継系)，
2.地域系， 3.衛星系， 4.国際通信， 5.自動車電話・携帯電話， 6.無線呼出し，に分類される。第 1
種電気通信事業者は，公共的なインフラを構築するということから郵政大臣の認可を受けなければ
ならない。表 1-1における専用サービスの内の高速デジタル伝送サービスは，1.データ伝送と電話







るサービス総合デジタル網(ISDN: Integrated Servic四 DigitalNetwork)であることによる。
日本では， NTTが iINSネット」の名称で1988年からサービスを開始した。これには次の3種類
がある。 1)64kビット/秒を基本とする iINSネット64J， 2)より高速で1.5Mビット/秒まで伝送
できる iINSネット 1500J，3) DDX _PS)とつないでパケット交換を行なう 'INS-PJである。 ISDN
4 )平成5年版通信白書，郵政省編の第 l章，平成4年情報通信の現状を参照。







電話サービス NTT 7，720万 2.9%増

































































一二二ー 二二二二よ一一一一ー でニー コマ・一間K受信契約数
¥電報通数
;")9 60 61 62 63 J乙 2 3 4.9 
年度末
垂1;[土省資料によリ li'lえ
i'J.・1) ;f!j.;宝テジタ JL-[n]総数は昭和60年度末 f:幸iy}j'{送受信i仕frf数は昭和62年度末.
ISDN[ll[線数は昭和63年度末を100としたご










6) CCITT(International Telegraph and Telephone Consultive Comitte)は，国際電気通信諮問委員会と訳きれている。
CCITTは現在国際電気通信連合電気通信標準化部門 (ITU~T) に改組きれている。
7)標準的なネ y トワークアーキテクチュアであるOSI(Open System Interconnection :開放型システム関相互接続)の参照













































3 ネ ソ ト ワー ク アプリケーション・エンティティの存在するシステムにいたる
接続を実現する。
2 デー タ ン ク 2つのシステム間でデータを送受信する。伝送誤りに対処する。
1 つ ン カ ノレ 物理的接続の設定，解除，維持，ビット伝送のための機械的・イ 電気的・機能的及び手順上の規約を含む。














I頁 日 INSネソト64 INSネット 1500
新の 契 来ヲ 料
規費 (l契約回線ごと) 800 800 
約契時用 施設設置負担金
72，000 ( 1契約回線ごと) 102.000 
回線使用料 事業用 3，630 
(基本料) 住宅用・ 2，830 31，000 
世ム一主
日 Bチャネルノfケット 3，500 
σ3 力日
( 1つのBチャネルごと) 3，500 
使 Dチャネルノfケット




出所:斎藤忠夫監修/都丸敬介著， ISDN，オー ム社， 1993， p. 83 (1992年8月現在)
8)斎藤忠夫監修，都丸敬介著 ISDN，オー ム社， 1993年のp.140-151の5.2節「企業でトの利用」参照。
9) ISDNのインターフェースには現在「基本インターフェ ス(BRI)Jとr1次群インターフェース(PRI)Jの2種類があ
る。「基本インター フェー ス」は r2B+OJの構造を持ち，これは 1つのインターフェースでち4kb/sの情報(B)2回線と16
kb/sの制御信号及びパケットデータ (0)1函線の計3回線を同時に利用できる。 rINSネット64JとrINS-p]は，この r基
本インターフェース」を使うものである。もう lつの「一次群インタフェー ス」は，日本と北米では， 1. 544Mb/ s，ヨ ロ y
べでは， 2.048Mb/sて、ある。1.544Mb/s系では，これを r23B+OJ (64kb/sの情報23回線と64kb/sの制御信号1回線)という
多重回線に使うほか，日。(384kb/s)やH11 (1. 536kb/ s)の高速情報に使う。この r1次群インターフェース」はPBX用の多重

























名 材、 伝送速度 主な用途(kビット/秒〕
Bチャネル 64 音声，データ，ファクシミリ静止函，テレビ電話
Ho 384 
Hチャネル Hll : 1，536 高速データ，テレビ会議
H12・1，920
Dチャネル 16まfこは64 UNIの制御信号，データ
出所・斎藤忠夫監修/都丸敬介著， ISDN，オー ム社， 1993， p.45 



























接 . CoLab (XEROX PARC) 
環 . Capture Lab (EDS) ほか境
口ワークステーション会議システム 口協同ドキュメント作成システム
遠 . Team Work Station (NTT) . Mark Up (Mainstay) 
隔 • MERMAID (NEC) . Quilt (Bellcore) 
環 . RAPORT (Bell Lab.) 口ハイパーテキスト (P.XXX)
境 口遠隔ビデオ会議システム Inter Me日





























機器は， l.CATVヘッドエンド， 2.ビデオ・オン・テゃマンドサーバー， 3.ビデオテックスサーバ
12) UNI (User Network Interface)は，加入者線と利用者端末(ファクシ Eリ，コンビュータ."7ルチメディア端末， etc)をつ



















る。試行サービスの内容は，l.映画ビデオ・オン・デマンド， 2.CATV， 3.テレビ電話， 4.テレビ








ンク、、によるマルチメディア通信販売， 2.高速LANを用いた次世代ビジネス・アプリケーション， 3. 
対話型の3次元CGによる住宅設計システムの研究， 4.大型ハイビジョン映像を用いた多地点聞のシ
ンポジュウム・イベントなどへの応用， 5.医療遠隔診断支援システム実験，大学問医療情報のボー










































デジタ I l，.. lj{;~
テジタル映像
平成2年度末
50，448 ( 6.6%) 
6，767，537 (20.2%) 






















64 ( 64.1%) 
194，608 (391.5%) 
平成2年度末
102 ( 59.4%) 
400，154 (105.6%) 
出所最新情報通信キーワート¥郵政省大臣官房企画課編.働経済調査会， 1992， p. 117 
表 1-8 '94年現在の日本のCATV上位5社
企 業 名 加入数
日本ネットワークサービス
102，838 l (山梨県甲府市)
東急ケーブルアレビジョン 77，729 2 (神奈川県横浜市)





出所:江戸雄介著，情報ス ノぐ ノ、イウェイの覇者， DHC， 1994， 
p.143 
16) r新メディア社会への胎動2:通信・放送融合化の行方J，日経産業新聞， 1994年 l月20日， 7面。
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1982年に決定され， 84年に実施されたAT&Tの分割によって 7つの地域持株会社(RegionalHold. 
ing Companiεs: RHCs) とその傘下の22のベル系電話会社 (BellOperating Companies : BOCs)が生ま
れた。このRHCsとBOCsとを合わせてRBOCsと呼んでいる。米国にはローカル・アクセス・アンド・
トランスポート・エ 1)ア (LATA) という人為的なエリアがあり，米国全土を160の区域に分割して
いる。 LATA聞の通信を長距離通信といい， LATA内の通信を地域通信あるいは市内通信という。
17)江戸雄介著.r情報スー パー パイウェイの覇者一一日本情報産業生き残りの道j，DHC， 1994年， p.189。
18) rCATV・新電電の楼続実験 :AT&Tも参加へj. 日経新聞.1994年5月25日.ll面。




























ャリアの光ファイパー敷設距離は， 90年から91年の伸びは， 11.9%であるのに， 7つの地域持株会
社とその傘下の22のベル系電話会社 (RBOCs)の対前年比は37.7%であり，伸び率は逆転している。

















1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 
{各陣資料によリKDD総研作成)





(Fiber To The Home : FTTH)よりも光ファイパーの敷設を路地の縁石(カーブ)のところまでに留




















1.2.2 米国の欝争アクセス提供事業者 (CAPs)26) 



















26) 24)に同じ， p.23-25o 














ケ ブIt. テレヒ・システムオベレー タ…・・・約9.600施設
SSO(シング'L-ンステムオヘレー ダl/MSO(?JL-千ンステムオベレー タ)
ケーブル テレヒ・サフスクライパー ケー ブル非力1I人世帯
U\ 所。伝子'[Ii・北~'N ぃ J:11<九アメリカのケ ブルテレビ. (rn~f;Hí. 1991. p. 14 
シスオペの提供する番組は，大きく分類すると次の4種類である。l.テレビ放送の再送信サービ














世帯比では， 55%である。また，ケーフ'ル加入可能世帯数 (HP)のテレビ所有世帯比は， 89%であ
-97 
表 1-9 ケーブルテレビ産業の普及状況 ('90-4)
ケーブルテレビ(ベーシックサービス)への加入世帯数 I 50，123，000 
全米のテレビ所有世帯(母数) I 90，967，000 
テレビ所有世帯に対するケーブル加入世帯の比率 I 55% 
ケーブル加入可能世帯 (HP)数 I 81，317，000 
テレビ所有世智に対するケーブル加入可能世帯数の比率 I 89% 
ケーブル加入可能世帯に対するケーフール加入(契約)世帯の比率 I 62% 
ぺイサービス契約件数 I 41，467，000 
ケーブル加入(契約)世帯数に対するぺイサービス契約件数の比率 84%
SOURCE: PAUL KAGAN ASSOCIATES， INC. 
出所:松平恒・北谷賢司共著，アメリカのケーブルテレビ，鮒電通， 1991， p.19 
表 1-10 ケーブルテレビ施設数の推移 ('70~'90)
年(1月) 施設数 年(1月) 施設数
1970 2，490 1981 4，375 
1971 2，639 1982 4，825 
1972 2，841 1983 5，600 
1973 2.991 1984 6，200 
1974 3，158 1985 6，600 
1975 3.506 1986 7，500 
1976 3，631 1987 7，900 
1977 3，832 1988 8，500 
1978 3，875 1989 9，050 
1979 4，150 1990 9，610 
1980 4，225 















は， 1994年春， CATVの基本料金を引き下げさせた。そのために， CATV各社は大幅な減収に見舞
われている。
表 1-11 ケーブルテレビ加入世帯の推移 ('70~'89)
年(11月) 加入世帯数 普及率
1970 4，498，030 7.5% 
1971 5，569，810 8.9% 
1972 6，484，380 10.0% 
1973 7，163，340 10.8% 
1974 8，230，310 12.0% 
1975 9，196，690 13.2% 
1976 10，787，970 15.1% 
1977 12，168，350 16.6% 
1978 13，391，910 17.9% 
1979 14，814，380 19.4% 
1980 17，671，490 22.6% 
1981 23，219，200 28.3% 
1982 29，340，570 35.0% 
1983 34，113，790 40.5% 
1984 37，290，870 43.7% 
1985 39，872，520 46.2% 
1986 42，237，140 48.1% 
1987 44，970，880 50.5% 
1988 48，636，520 53.8% 
1989 52，564，470 57.1% 
SOURCE: A.C.NIELSEN COMPANY 
出所・松平恒・北谷賢司共著.アメリカのケーブルテレ
ビ，側電通， 1991， p.22 
表 1-12 チャンネル容量別・構成比 ('90-4)
チャンネル容量 総施設数に 総加入世帯数に占める比率 占める比率
54 ch以上 8.40% 24.10% 
30 ~ 53 ch 50.56% 65.36% 
20 ~ 29 ch 14.28% 7.40% 
13 ~ 19 ch 3.04% 0.39% 
12 ch以下 11. 93% 1.40% 
不 日月 11.80% 1.35% 
SOURCE : WARREN PUBLISHING， INC.， iTELEVISION & 




表 1-13 ベーシック/ペイ料金の推移 ('BO~'B9)
1980 s 7.85 s 8.80 
1981 s 8.14 s 9.03 
1982 s 8.46 s 9.56 
1983 s 8.76 s 9.84 
1984 s 9.20 $ 10.08 
1985 $ 10.25 $ 10.42 
1986 $ 11.09 $ 10.31 
1987 $ 13.27 $ 10.15 
1988 $ 14.45 $ 10.18 
1989 $ 15.32 $ 10.17 
SOURCE : PAUL KAGAN ASSOCIATES， INC.， 
iCABLE TV INVESTORJ November 30， 
1989， iTHE PA Y TV NEWSLETTERJ April 
24， 1990 
出所:松平恒・北谷賢司共著，アメリカのケーブルテレ
ピ，鮒電通， 1991， p.24 
表 1-14 ケーブルテレビ・オベレータの収入推移 ('76~'B9)
年 基本利用料 ペイ(有料)
その他
ムロ 計収 入 収 入 収 入
1976 s 887.0 s 66.1 s 16.4 s 969.5 
1977 $ 1，024.8 s 123.6 s 71.5 s 1，219.9 
1978 $ 1，167.4 s 242.7 s 89.3 s 1，449.4 
1979 $ 1，355.4 s 435.5 s 115.5 s 1，906.4 
1980 $ 1，648.5 s 781.4 s 168.7 s 2，598.6 
1981 $ 2，100.1 $ 1，332.8 s 280.7 s 3，713.6 
1982 $ 2，578.6 $ 2，076.4 s 437.6 事 5，092.6 
1983 $ 3，101.0 $ 2，786.7 s 630.9 s 6，518.6 
1984 $ 3，632.2 $ 3，411.1 s 855.4 s 7，898.7 
1985 $ 4，366.5 $ 3，788.7 $ 1，084.8 s 9，240.0 
1986 $ 5，083.7 $ 3，872.4 $ 1，424.2 $ 10，380.3 
1987 $ 6，552.7 事 4，074.2 $ 1，621. 7 $ 12，248.6 
1988 $ 7，655.6 $ 4，495.5 $ 1，801.6 $ 13，952.7 
1989 (est.) $ 8，735.8 $ 4，781.5 $ 2，135.5 $ 15，625.8 
SOURCE: PAUL KAGAN ASSOCIATES， INC.， iCABLE TV INVESTORJ ('89~ 1l ~30) 




28) r21世紀の通信地政学J，KDD総研調査部編，日刊工業新聞社， 1993年， p.29o 
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表 1-15 大手 (100万世帯以上)MSO ('90-5) 
l. TCI (Tele-Communications Inc _) 
2 _ Time Warner 
3. U A Entertainment 
4. Continental Cablevision Inc. 
5. Comcast Cable Communications 
6. Cox Cable Communications 
7 _ Storer Communications Cable Division 
8. Cablevision Systems Corporation 
9. Jones Spacelink， Ltd. 
10. Newhouse Broadcasting 
11. Times Mirror Cable 
12. Heritage Communications Inc. 
13. Viacom Cable 















SOURCE: NCTA， fCABLE TELEVISION DEVELOPMENTSJ 
出所.松平恒・北谷賢司共著，アメリカのケー プルテレビ，骨剰電通，
1991， p.27 
14社を表 1-15'こ示した。大手数社への集中が顕著である。とくにTCIは， 1994年 2月23日に起こっ
た地域電話会社のベル・アトランティクとの330億ドル(約3.5兆円)合併破談劇は有名である。その
破談の原因は， 1994年 2月22日に発表されたFCCによるCATV料金の 7%引き下げ決定によるもの
である 29)0 












29)松石勝彦編著.r情報ネソトワ ク社会論J，青木書庖， 194年， p.90o 
30) rマルチメディアの展望邸，):通信・CATV事業者L訪J， 日経新聞. 194年6月7日， 27面。
~101 
表 1-16 ケーブルテレビ広告貨の推移 ('80~'90)
(単位:百万)
年
ネットワーク ローカル広告費 1口入 3十広 三士二 費仁3
1980 s 50 s 8 s 58 
1981 8 105 s 17 s 124 
1982 s 195 s 32 事 230 
1983 s 331 s 60 s 396 
1984 s 487 s 98 s 594 
1985 s 634 $ 167 s 815 
1986 s 757 $ 195 s 974 
1987 s 883 $ 268 $ 1.184 
1988 $ 1，142 $ 374 $ 1.568 
1989 $ 1，454 $ 496 $ 2，024 
1990 $ 1.809 $ 635 $ 2，546 







内 η~ (通信事業者) (CATV事業者)
。ナイネックス ノfイアコム 12億ドル供与
。usウエスト TWE 株式25.51%取得















































34)平成5年版通信白書，第2章.情報通信政策の動向.第 1節.情報通信政策の展開， p .183-189. を参照。
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表2-1 5年度情報通信分野における主な税制改正の概要














① KDDの国際放送用資産に係る画定資産 2年間延長(課税標準:3/5→2/3) 
税の特例措置
② 中小企業等基盤強化税制 2年間延長






























































































jその他の地域 i 50%以内 i


































































































































































































光ファイパー網の整備は 3段階に分けて行なう計画である。第 1段階は， 2000年までに大都市圏
や県庁所在地(人口カバー率20%)について行ない，第2段階は， 2005年までに人口10万人以上の都市
























































8i /9 88/2 89/2 90 3 9U3 92/4 b 
，'ff'lj: I Hl")i:!ttI'ililtl. NTTのjJ:}j-変革への
1[>1;'，'-(1). 1994.1.12. 61(lj 




















営業損益 経常損益 | 
市外通話 6，896 6，798 
8.129 7.975 
市内通話 248 ...408 
203 ...557 
基 本 料 "'1，485 "'1，901 
"'l.554 "'2，031 
公衆電話 ...227 ...297 
企148 ...234 






38)関秀男著・ 「日米?}レチメディア戦争J，PHP研究所， 1994年， p.168。
















































産 業 金融・保険 自動車 情報・通信関連
市場規模 31.3兆円 40.0兆円 61-70兆円
園内生産額 871.6兆円 N.A. 











2010年 約123兆円 5.46% マルチメディア産業
243 3.6% l うち光…- 約56兆円 2.49% 経l関連の新市場
1990年各産業との比較
自 動 車 399，8161:意円 4.59% 135 2.2% 
電子・通信機器 266，803億円 3.06% 94 1.5% 
民生用電気機器 117，285億円 1.35% 40 0.7% 
注 .7ルチメディア雇用者と割合は光7，イノごー 網構築に{半う分
出所読売新聞，光7ァイパー網2010年目標，全家庭に， 1994.5.24 














項 目 1995 2000 2005 2010 
端末市場 554 11，215 38，948 52.400 
ネ、ソトワー ク事業 119 6，865 48，790 137，062 
デ タベースサービス 9 515 3，018 8，211 
番組配信 9 591 7，563 24，580 
テレショッピング 。 。 19，194 56，971 
電子新聞・電子出版 。 118 7.571 24，607 
余暇ソフト配信 l 254 9，734 35，153 
教育ソフト配信 203 12，330 61，165 
その他(部品等) 433 11，555 66，239 160，539 
lロk 計 1，126 31，316 213，387 560，688 
表 2-10 既存のマルチメディア市場の内訳
(単位:億円)
項 目 現 在 2010年
映像関連機器・家庭用ゲーム機 22.161 32.896 
通信機器・コンビュータ 55.549 250，095 
映像ソフト 25，420 192，147 
コンビュータ用フ。ログラム 297 101，291 
ネy トワーク事業(その他) 60，503 92，339 
A 口 計 163，930 668，768 
出所:平野正雄， 7ルチメテFイアの未来市場予測， DIAMONDハー バー ド・ビジネス， Aug 
Sep. 1994， p.27 
日米の情報通信インフラの比較
る。国内の総雇用者数に占める比率は3.6%に達する。雇用創出の内訳で、特に数字の大きい分野は，











































アドレス変換， 3.プロトコル変換. 4.請求書発行. 5.内容の紹介の5つについては、認めるが，情
報の内容を送ることは，依然としてCATV事業では，認められないということである。






情報サービス 1) 禁止 伝送2)はOK
内容は禁止
通信機器の製造・販売 禁止 禁止
非電気通信事業 禁止 OK 
注・ 1)通信キャリアが情報そのものを同時に提供するサ ビス
(例) CATV. 電子電話帳サービス，データベース提供










出所:21世紀の通信地政学， KDD総研調査部編， 日干リ工業新聞社， 1993. p.14 
45)その内容は大きく 4つあリ.1)長政離通信サ ビスの徒供の禁止.2)情報サー ビス事業への参入禁止，ここで情報サー ビス













者によるCATV事業運営を禁止している i1984年ケーブル法 (Cab!e/TelcoCross-Ownership Restric-











次に，米国の「情報スーパーハイウェイ J(Information Superhighway)ori情報ノ¥イウェイ J(Informa-
tion Highway)について述べる。






法 (HighPerformance Computing Act) J を成立させ，この法律の下で光ファイノfー を駆使した高速・






























(ロ) 高度ソフトウェア技術(ASTA) : 1993年度， 3 f意4，600万ドル，
付基礎研究と人的資源(BRHR)・1993年度，li.意5，600万ドル，






HPCS ASTA NREN BRHR 
高性能コンビュー 高度ソフトウェア 全米研究教育ネ y 基礎研究と人的資
タシステム 技術とアルゴリズ トワーク I原
ム
国防総省高等 -高性能通信シス -並列アルゴリズ -ギガピ y トネッ -大学フ。ログラム
研究計画局 テムの技術開発， ムとソフトウェ トワークの技術調整 アの技術開発 開発，調整
-基本アーキテク -ソフトウェア， -設備の調整と開 -フ。ログラム
チャー研究 データベースグ 発 一基礎研究
全米科学財団 -プロトタイプ実 ランドチャレン -ギガビットの研 一教育・訓練・験システム ジの研究 守ア恒L カリキュラム
-コンビュータア インフラスト
クセス ラクチャー
-技術開発 -エネルギ一応用 -ギカψ ビットアフ。 -基礎研究と教育








-航空，宇宙分野 -ソフトウェア調 -航空，宇宙飛行 -研究機関や大学
における試験 整 研究センターへ による奨学金制
航空宇宙局 -航空，地球，字 のアクセス 度
宙科学のコンビ
ユータ研究
-システム評f薗と -医学分野コンビ -インテリジェン -基礎研究
ノぞフォーマンス ユータ研究の応 ト・ゲートウェ -並事IJアルゴリズ











環境保護庁 るコンビュータ， 境問題対応 -大学プログラムデータベース応
用試験
-測定技法.試験 -ソフトウェアイ -パフォ-7ンス


















情報ハイウェイ構想、の推進 商務省国家情報通信管理局 6，400 
中小企業情報支援プログラム 商務省襟準技術院 ( 5年間で13億ドル)
研究開発プログラム事業 環境庁 54，800 
国立科学財団 39，500 
ウェザーサービス・システムの開発 国立海洋大気局 81億ドル







高'住吉Eコンヒ。ユーティングおよびコ 防衛高等研究計画局など 41，100 
ミュニケ ション開発計画 ( 5年間で28億ドル)
メE入3 三ロt 2，560{意ト‘ル (25兆6，OOOf意円)
出所・江戸雄介著.情報スーバハイウェイの脅威， DHC， 1994， p.259 
47) NII行動アジェンダでは，政府の原、NIJ及び目標として， 1)適正な税制・規制政策による民間投資の促進， 2)全国民に情報資
源へのアクセえを保証する「ユニパー サル・サー ビスJの概念の普及， 3)技術革新と新規アプリケ ションの促進， 4)綱ぎ呂


































49)今井賢一 「情報通信の新世紀を求めてJ. 週刊東洋経済. 1994.6. p.102-109。
50)解説「これで分かる“情報通信革命"一一一注目の8キーワード J. 日経コミュニケーションズ. 1994年4月4日.p.79 
の「インタ ネソト」の項参照。
51)松石勝彦著 「情報ネットワーク社会論J. 青木書庖. 1994年.p.91。
52) ノj、尾敏夫，他著.r情報通信 t)エンジニアリングJ. 講談社. 1994年.p.61。
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出所(図2-3， 4) :実現するのか?米国7 ルチメディア，先端人，















事 項 米 国 日 本




加入世帯数 5，721万世帯 加入世帯数 187万世帯
テレビ受信所有世帯数 9，303万世帯 NHK加入世帯数 3，469万世帯
(92年末) (93年末)












最大規模の Tcr (Tele-Communications， Inc.) (械日本ネットワークサービス
事業社 加入世帯数 956万世帯(92年末) 引き込み端子数 10万端子
売上高 35億ドル(92年末) (93年3月末)
営業利益 10億ドル(92年末) 営業収益 27億円(93年3月末)
営業利益 5億円(93年3月末)






















場合のクレジソト会社に対する抗 " (割賦購入あっせん業弁権等の整備不備がある 者に対する抗弁)
ホム 銀行取引は原則として銀行営業時 大蔵省金融機械化関連通達(ただ















































54)江戸雄介著.r情報スー イー パイウェイの覇者J. DHC， 1994年， p.128o 
55)ウィリアム・ 77イナン，ジェフリー ・フライ著.r日本の技術が危なし‘一一検証・ノ¥イテク産業の衰退J，日本経済新聞
社， 1994年. p.1l6。

































































(4) ，マルチメディア時代に向けノfイロットプラン始動j，日経新聞， 1994年4月16日， 22-25面








(1) 松平|宣，北谷賢司共著，アメ 1);ウのケーブルテレビj，電通出版， 1991年
(12) 松石勝彦編著，情報ネットワーク社会論j，青木書唐. 1994年
(13) ，マルチメディアの展望倒:通信・ CATV事業社L上)j，日経新聞， 1994年6月78， 27面




(17) ，光ファイパー網2010年目標，全家庭にj，読売新聞社， 1994年5月25日 1面
(18) 関秀男著，日米マルチメディア戦争j，PHP研究所， 1994年
(19) 'NTTの行方:変革への序章(1)j，日経産業新聞， 1994年 1月12日， 6面
倒 日経新聞社説，情報通信網実現を阻む多すぎる規制j，1994年 5月16臼， 2面
(21) 小尾敏夫，増津孝吉共著，情報通信 1)エンジニアリンク〉講談社， 1994年
(2) 今井賢一著，情報通信の新世紀を求めてj，週刊東洋経済， 1994年6月， p.102-109 
(23) 解説「これで分かる“情報通信革命"一一注目の 8キーワードj，日経コミュニケーションズ，
1994年4月4日， p.79 





(26) 石黒一憲著 i超高速通信ネットワークJ，NTT出版， 1994年




側 平野正雄著:マルチメディアの未来市場予測， DIAMONDハーバード・ビジネス， Aug-Sep.， 
1994 
(31) 新井靖彦著:図説マルチメディア， 日本経済新聞社， 1994年
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